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司法制度改革審議会意見書（抜粋）及び司法制度改革推進計画（抜粋）

司法制度改革審議会意見書（抜粋）◎

第 裁判官制度の改革5

、21世紀の我が国社会における司法を担う高い質の裁判官を安定的に確保し
これに独立性をもって職権を行使させるために、以下に述べるような方策を講

じるべきである。

給源の多様化、多元化1.
裁判所法は、判事補のみではなく、弁護士や検察官など判事の給源の多元性

を予定しているが、運用の実際においては、判事補のほとんどがそのまま判事

になって判事補が判事の主要な給源となり、しかも、従来、弁護士からの任官

が進まないなど、これを是正する有効な方策を見いだすことも困難であった。

こうした制度運用の経緯、現状を踏まえ、国民が求める裁判官を安定的に確保

していくことを目指し、判事となる者一人ひとりが、それぞれ法律家として多

様で豊かな知識、経験等を備えることを制度的に担保する仕組みを整備するほ

、 、 。か 弁護士任官の推進 裁判所調査官制度の拡充等の施策を講じるべきである

○ 多様で豊かな知識、経験等を備えた判事を確保するため、原則としてす

べての判事補に裁判官の職務以外の多様な法律専門家としての経験を積ま

せることを制度的に担保する仕組みを整備すべきである。

○ 特例判事補制度については、計画的かつ段階的に解消すべきである。こ

のためにも判事を増員するとともに、それに対応できるよう、弁護士等か

らの任官を推進すべきである。

○ 弁護士任官等を推進するため、最高裁判所と日本弁護士連合会が、一致

協力し、恒常的な体制を整備して協議・連携を進めることにより、継続的

に実効性のある措置を講じていくべきである。

( ) 判事補制度の改革等1

ア 判事補の判事への任命等

多様で豊かな知識、経験等を備えた判事を確保するため、原則とし(ア)

てすべての判事補に裁判官の職務以外の多様な法律専門家としての経験

を積ませることを制度的に担保する仕組みを整備すべきである。仕組み
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の整備に当たっては、次の諸点に留意すべきである。

「裁判官の職務以外の多様な法律専門家としての経験」は、判事補

が裁判官の身分を離れて弁護士、検察官等他の法律専門職の職務経験

を積むことが基本となるべきである。これに加え、こうした職務経験

と同視できる程度に、裁判官の資質向上のために有益であると認めら

れる経験も含まれうるが、その具体的内容については、更に検討する

必要がある。

その期間は、実のある経験を積むにふさわしい相当程度長期の期間

とするものとする。

判事補が、この仕組みにより弁護士、検察官等他の法律専門職の職

務経験又はこれと同視しうる経験を積むことを制度的に担保するもの

。 、 、とする そのための方策については 判事の任命資格を見直すことや

判事の選考においてこれらの経験を経ていることを重視することなど

が考えられるが、更に検討するものとし、いずれにしても実効性のあ

る措置を講じるものとする。

裁判官の身分を離れた判事補が、上記の経験を積んだ後に、裁判官

に復帰した場合には、退職手当や共済関係等の面で適切な配慮がなさ

れることが望ましい。

なお、以上と同様の視点から、弁護士、検察官等から任官しようと(イ)

する者についても、その前提として、例えば、判事補、調査官等として

裁判所内部での職務経験を経ていることは有意義であり、指名に当たっ

てそうした経験が重視されるべきである。

イ 特例判事補制度の解消

（以下略）

◎ 司法制度改革推進計画（抜粋）

第５ 裁判官制度の改革

１ 給源の多様化・多元化

( ) 原則としてすべての判事補に裁判官の職務以外の多様な法律専門家として1
の経験を積ませることを制度的に担保する仕組みを整備することについて、

最高裁における検討状況を踏まえた上で検討し、なお必要な場合には、平成

１５年末までに、所要の措置を講ずる （本部）。
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